
（第三種郵便物認可） ２０１２年７月２５日大阪歯科保険医新聞 （５、15、25日発行）（２）

大
企
業
だ
け
得
す
る
仕
組
み

消
費
税
増
税

　

「（
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
）

書
い
て
あ
る
こ
と
は
命
懸

け
で
実
行
す
る
。
書
い
て

な
い
こ
と
は
や
ら
な
い
」

　

民
主
党
が
「
消
費
税
増

税
し
な
い
」
こ
と
を
掲
げ

た
２
０
０
９
年
の
衆
院

選
。
街
頭
で
訴
え
た
の

は
、
野
田
佳
彦
候
補
（
当

時
）
だ
っ
た
。
今
、〝
書

い
て
な
い
こ
と
〟
に
政
治

生
命
を
懸
け
て
い
る
。

　

消
費
税
増
税
法
案
が
11

日
、
参
院
で
審
議
入
り
し

た
。
ど
の
世
論
調
査
で
も

反
対
が
多
数
を
占
め
る
な

か
、
国
民
に
信
を
問
う
こ

と
な
く
採
決
を
強
行
し
よ

う
と
し
て
い
る
。

　

過
去
の
消
費
税
導
入
・

増
税
時
に
は
、
所
得
税
や

は
、
低
所
得
者
対
策
や
最

低
保
障
年
金
な
ど
の
負
担

軽
減
策
は
軒
並
み
先
送

り
。
増
税
分
13
・
５
兆
円

が
丸
ご
と
国
民
負
担
に
な

る
。
デ
フ
レ
下
で
の
消
費

税
増
税
は
初
め
て
で
あ

り
、
景
気
後
退
は
目
に
見

え
て
い
る
。

　

消
費
税
は
、
輸
出
大
企

業
に
と
っ
て
は
「
益
税
」

だ
。
価
格
に
転
嫁
す
る
こ

と
で
１
円
も
負
担
せ
ず
に

済
む
だ
け
で
な
く
、
輸
出

し
た
商
品
の
仕
入
れ
に
か

か
っ
た
消
費
税
を
全
額
還

住
民
税
な
ど

の
減
税
策
が

実
施
さ
れ

た
。
今
回

熱
心
に
な
る
理
由
は
こ
れ

だ
け
で
は
な
い
。
社
会
保

障
へ
の
大
企
業
の
負
担
軽

減
ま
で
求
め
て
い
る
。

　

消
費
税
に
つ
い
て
野
田

首
相
は
「
一
番
公
平
な

税
」
と
主
張
す
る
が
、
実

態
は
大
企
業
だ
け
が
得
を

と
っ
て
は
、「
損
税
」の
倍

増
と
生
活
悪
化
に
よ
る
受

診
抑
制
の
拡
大
と
い
う
二

重
の
負
担
で
、
医
療
・
歯

科
医
療
崩
壊
の
引
き
金
と

な
る
危
険
を
は
ら
ん
で
い

る
。

　

消
費
税
導
入
後
、
大
企

円
、
法
人
税
減
税
な
ど
、

そ
の
恩
恵
は
毎
年
数
兆
円

に
及
ぶ
。

　

税
の
原
則
は
、
負
担
能

力
に
応
じ
た
課
税
だ
。

「
公
平
な
税
」
と
言
う
な

ら
、
大
企
業
・
大
資
産
家

だ
け
を
過
剰
に
厚
遇
す
る

政
策
減
税
は
、
た
だ
ち
に

改
め
る
べ
き
だ
。

　

協
会
は
、
弱
者
に
負
担

を
押
し
付
け
、
景
気
を
悪

化
さ
せ
る
消
費
税
増
税
法

案
の
廃
案
を
求
め
て
、
運

動
を
強
め
る
。
消
費
税
に

頼
ら
な
い
適
切
な
税
制
構

造
へ
の
転
換
を
通
じ
て
財

源
を
確
保
し
、
社
会
保
障

を
拡
充
す
る
よ
う
政
府
に

求
め
て
い
く
。

付
す
る
「
戻
し
税
」
と
い

う
制
度
ま
で
あ
る
か
ら

だ
。
還
付
額
は
、
上
位
10

社
だ
け
で
８
６
９
８
億
円

（
２
０
１
０
年
分
）。
消

費
税
率
が
10
％
に
な
れ

ば
、
還
付
は
倍
増
す
る
。

経
団
連
が
消
費
税
増
税
に

す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い

る
。
国
民
や
、
価
格
に
転

嫁
で
き
な
い
中
小
企
業
は

赤
字
で
あ
っ
て
も
自
腹
で

負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
弱
い
者
に
重
い
負
担

を
強
い
る
極
め
て
不
公
平

な
税
制
だ
。
医
療
機
関
に

業
や
大
資
産
家
は
各
種
税

制
の
優
遇
措
置
を
受
け
続

け
て
き
た
。
グ
ル
ー
プ
内

の
企
業
の
赤
字
と
黒
字
を

相
殺
す
る
連
結
納
税
制
度

で
４
千
億
円
、
株
式
配
当

へ
の
課
税
を
半
額
に
す
る

証
券
優
遇
税
制
で
１
兆

講
じ
る
こ
と
に
し
た
。

　

原
発
再
稼
働
を
め
ぐ
っ
て

は
、
６
月
29
日
付
で
政
策
部

長
名
で
抗
議
声
明
を
発
表
し

た
ほ
か
、
原
発
ゼ
ロ
の
会
と

近
畿
ブ
ロ
ッ
ク
が
主
催
し
た

大
飯
原
発
視
察
に
参
加
。
７

月
16
日
の
「
さ
よ
な
ら
原
発

10
万
人
集
会
」
へ
の
参
加
を

理
事
、
専
門
部
員
ら
に
呼
び

か
け
、
家
族
・
ス
タ
ッ
フ
を

含
む
14
人
が
参
加
す
る
こ
と

に
な
っ
た
。

　

会
務
運
営
で
は
、
休
業
保

障
制
度
を
一
般
社
団
法
人
休

保
共
済
会
に
包
括
移
転
す
る

手
続
き
を
議
題
に
、
９
月
に

保
団
連
臨
時
大
会
が
開
か
れ

る
。
保
団
連
提
案
を
支
持

し
、
歯
科
協
会
と
し
て
法
人

の
社
員
に
な
り
、
代
理
店
と

し
て
休
保
を
運
営
し
て
い
く

方
針
を
改
め
て
確
認
し
た
。

局
（
０
６
︱
６
５
６
８
―
７

７
３
１
）
ま
で
。

を
後
退
さ
せ
、
財
政
悪
化
を

引
き
起
こ
し
て
い
る
。
税
負

担
の
在
り
方
を
抜
本
的
に
転

換
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。�

（
お
わ
り
）

（
聞
き
手

�

新
聞
部
・
伊
津
進
弘
）

　

消
費
税
増
税
の
中
止
を
求

め
る
署
名
（
請
願
署
名
・
要

請
署
名
）
に
ご
協
力
く
だ
さ

い
。
署
名
用
紙
は
協
会
事
務

の
原
則
に
立
っ
た
税
制
是
正

を
す
れ
ば
18
兆
円
の
財
源
が

生
ま
れ
る
と
し
て
い
る
。

　

今
の
日
本
は
、
税
の
負
担

能
力
が
一
番
あ
る
と
こ
ろ
に

課
税
せ
ず
に
、
庶
民
に
負
担

を
押
し
付
け
る
税
制
構
造
に

な
っ
て
い
る
。
大
企
業
や
富

裕
層
を
優
遇
し
、
消
費
税
増

税
で
国
民
生
活
を
圧
迫
し
、

貧
困
と
格
差
を
助
長
し
て
い

る
。
そ
れ
が
、
日
本
の
景
気

や
大
資
産
家
に
有
利
に
働
い

て
き
た
法
人
税
・
所
得
税
・

相
続
税
な
ど
の
税
率
を
軽
減

前
の
水
準
に
戻
す
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

　

「
不
公
平
な
税
制
を
た
だ

す
会
」
の
試
算
で
は
、
受
取

配
当
益
金
不
算
入
制
度
や
連

結
納
税
制
度
の
廃
止
、
法
人

税
率
の
改
定
、
個
人
総
合
課

税
の
導
入
な
ど
、
応
能
負
担

受
け
て
お
り
、
企
業
負
担
は

見
か
け
ほ
ど
高
く
な
い
。

―
―
消
費
税
で
な
け
れ
ば
財

源
を
ど
こ
に
求
め
る
の
か
。

　

２
５
０
兆
円
超
の
日
本
の

金
余
り
状
況
を
考
え
る
と
、

財
源
は
至
る
と
こ
ろ
に
あ

る
。
税
の
負
担
は
、
所
得
に

応
じ
て
課
税
す
る
こ
と
が
大

原
則
だ
。
こ
の
間
、
大
企
業

友
商
事
は
11
・

２
％
、
ソ
ニ
ー

は
13
・
３
％
、

経
団
連
会
長
の

住
友
化
学
は
17

・
２
％
し
か
納

税
し
て
い
な

い
。

　

大
企
業
は
、

研
究
開
発
減
税

や
減
価
償
却
の

優
遇
措
置
な
ど

の
各
種
負
担
軽

減
策
の
恩
恵
を

―
―
大
企
業
の
負
担
を
軽
く

し
な
け
れ
ば
、
海
外
に
出
て

い
く
の
で
は
な
い
か
。

　

大
企
業
の
海
外
移
転
は
脅

し
に
過
ぎ
な
い
。
経
産
省
の

海
外
事
業
活
動
調
査
で
は
、

「
現
地
の
需
要
」
が
移
転
理

由
の
大
部
分
を
占
め
、
次
に

「
安
価
な
人
件
費
」
が
続

く
。
税
制
を
理
由
に
し
た
移

転
は
１
割
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
の
が
実
態
だ
。
法
人
税
率

を
安
く
し
て
も
、
国
内
需
要

を
高
め
な
け
れ
ば
海
外
移
転

の
流
れ
は
止
め
ら
れ
な
い
。

　

財
界
が
「
諸
外
国
と
比
べ

て
高
す
ぎ
る
」
と
批
判
す
る

日
本
の
法
人
実
効
税
率
（
11

年
度
改
定
前
40
・
69
％
）

は
、
ア
メ
リ
カ
よ
り
低
い
。

経
常
利
益
か
ら
実
際
の
納
税

額
（
03
～
10
年
度
の
平
均

値
）
を
調
べ
る
と
、
上
位
50

社
の
法
人
税
負
担
率
は
、
平

均
で
33
％
に
過
ぎ
な
い
。
住

優
遇
制
度
が
あ
る
。

　

10
年
度
の
消
費
税
還
付
額

は
、
ト
ヨ
タ
一
社
だ
け
で
２

２
４
６
億
円
。
上
位
10
社
で

は
、
８
６
９
８
億
円
に
達
す

る
。
税
率
が
10
％
に
な
れ

ば
、
還
付
額
は
倍
増
す
る
。

国
民
や
医
療
機
関
に
と
っ
て

消
費
税
は
大
き
な
負
担
だ

が
、
大
企
業
に
と
っ
て
は
営

業
努
力
な
し
に
利
益
を
上
げ

る
こ
と
が
で
き
る
税
金
だ
。

　

さ
ら
に
、
財
界
は
、
企
業

が
負
担
し
て
い
る
社
会
保
険

料
も
消
費
税
で
賄
う
べ
き
だ

と
い
う
こ
と
ま
で
主
張
し
て

い
る
。
消
費
税
率
を
上
げ
れ

ば
上
げ
る
ほ
ど
、
大
企
業
が

巨
利
を
得
る
と
い
う
仕
組
み

に
な
っ
て
い
る
。

―
―
な
ぜ
財
界
は
消
費
税
増

税
に
執
着
す
る
の
か
。

　

大
企
業
は
消
費
税
分
を
価

格
に
転
嫁
で
き
る
た
め
、
１

円
も
負
担
し
な
く
て
済
む
。

そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
消
費
税
増

税
分
を
下
請
け
や
取
引
先
の

中
小
企
業
に
押
し
付
け
れ

ば
、
丸
も
う
け
に
な
る
。

　

財
界
の
狙
い
は
、
そ
れ
だ

け
で
は
な
い
。
医
療
機
関
は

保
険
診
療
に
消
費
税
を
課
税

で
き
な
い
た
め
、
薬
剤
や
材

料
費
に
か
か
る
消
費
税
は
医

院
の
持
ち
出
し
（
損
税
）
に

な
る
。
し
か
し
、
輸
出
企
業

に
は
、
輸
出
分
の
仕
入
れ
に

か
か
っ
た
消
費
税
を
還
付
し

て
も
ら
え
る
「
輸
出
戻
し

税
」（
ゼ
ロ
税
率
）
と
い
う

府
下
公
立
全
小
学
校
を
対
象

に
し
た
「
学
校
歯
科
治
療
調

査
」
で
は
１
５
３
校
（
回
答

率
15
・
０
％
）
か
ら
回
答
が

あ
り
、
治
療
必
要
児
童
の
う

ち
治
療
し
た
の
は
50
％
で
、

経
済
的
な
理
由
で
口
腔
崩
壊

に
至
っ
た
児
童
と
の
出
会
い

が
40
％
あ
る
こ
と
が
分
か
っ

た
。
受
診
時
の
一
部
負
担
だ

け
で
な
く
生
活
そ
の
も
の
の

困
窮
が
基
盤
に
あ
る
こ
と
が

浮
き
彫
り
に
な
り
、
今
後
の

社
保
協
は
じ
め
関
連
団
体
と

共
同
し
て
改
善
の
手
立
て
を

策
を
守
る
た
め
大
阪
市
に
要

望
書
を
提
出
、
生
活
保
護
費

の
抑
制
を
目
的
に
し
た
医
療

機
関
「
確
認
」
制
度
の
撤
回

を
求
め
る
要
望
書
を
大
阪
市

長
と
西
成
区
長
に
提
出
す
る

こ
と
を
承
認
し
た
。

　

生
活
保
護
問
題
で
は
医
科

協
会
と
共
に
７
月
17
日
の
厚

労
省
交
渉
、
25
日
の
大
阪
市

交
渉
、
26
日
の
政
策
学
習
会

「
生
活
保
護
バ
ッ
シ
ン
グ
と

利
用
者
の
実
態
」
に
取
り
組

む
こ
と
に
し
た
。

　

大
阪
社
保
協
の
要
請
で
、

　

協
会
は
７
月
14
日
、
第
16

回
理
事
会
を
開
き
、
消
費
税

増
税
関
連
法
案
と
社
会
保
障

制
度
改
革
推
進
法
案
の
廃
案

を
め
ざ
し
、
７
月
か
ら
８
月

に
か
け
て
、
患
者
署
名
と
会

員
署
名
を
集
め
、
国
会
要
請

を
行
う
な
ど
の
運
動
対
策
を

決
め
た
。

　

橋
下
大
阪
市
長
が
３
年
間

で
３
９
９
億
円
も
の
巨
額
の

市
民
施
策
す
る
「
市
政
改
革

プ
ラ
ン
案
」
に
つ
い
て
は
、

協
会
の
大
阪
市
内
４
地
区
組

織
合
同
で
、
福
祉
・
医
療
施

所得に応じた負担が原則
適正課税で年間18兆円の財源

第16回
理事会

増
税
法
案
廃
止
へ
要
請
強
化

国
会
行
動
な
ど
運
動
対
策
決
め
る

海外進出企業の投資決定のポイント

主な大企業の実際の法人税負担率

現地の製品需要が旺盛または今後の需
要が見込まれる 68.1％

良質で安価な労働力が確保できる 26.2％
納入先を含む他の日系企業の進出実績 25.6％
進出先近隣三国で製品需要が旺盛また
は今後の拡大が見込まれる 22.5％

品質・価格面で日本への逆輸入が可能 11.3％
税制、融資等の優遇措置がある 10.6％

経産省「海外事業活動基本調査」（2009年実績）

焦
点清

家
裕
税
理
士
に
聞
く
③

消
費
税
を
な
く
す
大
阪
の
会
常
任
世
話
人
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歯科医院の売買ならさくらハウスへ

　　　　　　　　　　　　　大阪府知事免許（04）043403号　担当：平石
大阪市城東区東中浜１－12－15　TEL 06-6170－8880　℻ 06-6170-8980
㈲さくらハウス

売買物件募集中

ただいま売り物件が非常に不足しております。内装付き歯科医院を
探されている先生方から多数問い合わせがございますので、売却予
定がございましたら是非当社にお任せ頂けるよう御願いします

売却物件募集

売り物件（東大阪市）
3000万円
東大阪市新石切　
マンション１F
テナント（分譲）　チェア３台

賃貸（大阪市中央区）約26坪　
賃料248,640円　
スケルトン渡し　１Ｆ　
JR玉造徒歩６分 

賃貸（大阪市中央区）
賃料220,000円
スケルトン渡し（配管あり）
１Ｆ＋２Ｆ　
地下鉄谷町６丁目駅約７分

売り物件（東大阪市）
3000万円　
建物付き　チェア２台
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